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研究成果の概要（和文）：公共事業を巡る多様な認識体系を想定したコミュニケーション過程を

分析するための「主観的ゲームモデル」を構築し，関係主体間の認識の不一致に起因する社会

的コンフリクトのメカニズムを理論的に明らかにした．さらに，公的討議の内容や構造を可視

化し，認識の不一致を検証するための方法論を開発した．最後に，認識の不一致に起因する社

会的コンフリクトを緩和するための方策やガバナンス構造を提案した． 
 
研究成果の概要（英文）：This research presents a subjective game model to analyze a 
communication process where regional agents with different cognitive schemes 
communicate with each other around a public project and shows the mechanism that such 
cognitive dissonance causes social conflict. Then, the research develops a methodology to 
visualize contents and structures of public debate and thereby detect the cognitive 
dissonance among discussants. Finally, measures and governance schemes for mitigating 
social conflict cased by cognitive dissonance are proposed. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)近年，公共事業に関わる合意形成問題が
盛んに議論されている．公共事業の実施に関
して，多様な利害関心や価値観を有する人々
の間で合意を達成することは非常に困難で
あり，事業の是非を巡って「社会的コンフリ

クト」が顕在化・硬直化した結果，地域にお
ける意思決定を見出すことが出来ない事例
も少なからず指摘されている．このような社
会的コンフリクトをもたらす原因は多様で
あるが，人々の公共事業に対する「認識の不
一致」が社会的コンフリクトを引き起こす重
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要な原因の一つと考えられる． 
 
(2)これまで土木計画学の分野において，住
民の意向や意識を分析するための膨大な研
究が蓄積されてきた．しかし，これらの既往
研究の多くが，個人の有する特定の認識体系
の記述に留まっており，多様な認識の差異を
明示的に考慮し，体系的に合意形成問題を検
討した研究が十分に進められているとは言
い難い．そこで，本研究では，近年，社会的
コンフリクト研究において萌芽的に進展し
つつある主観的ゲーム理論を用いて，公共事
業を巡る認識の不一致に起因する社会的コ
ンフリクト問題を検討することとした．  
 
２．研究の目的 
(1)公共事業を巡る多様な認識体系を有する
関係主体間のコミュニケーション過程を分
析するための主観的ゲームモデルを構築す
る．そして，関係主体間の認識の不一致に起
因する社会的コンフリクトのメカニズムを
理論的に分析する． 
 
(2)公共プロジェクトを対象とした公的討議
過程における認識の不一致問題を検証する
ためのプロトコル分析を行う．その上で，公
的討議の内容や構造を可視化するための方
法論を提案する． 
 
(3)認識の不一致に起因する社会的コンフリ
クトを緩和するための方策やガバナンス構
造について総合的・体系的に検討する． 
 
３．研究の方法 
(1)主観的ゲームモデルの構築と分析 
①まず，行政と個人が互いに異なる主観的な
認識や言語体系を有するような状況におい
て，個人が行政の推奨するプロジェクト案に
賛成するか否かを決定する問題を主観的ゲ
ームとして定式化し，その均衡解を分析した．
②次に，行政と個人間の認識の不一致問題を
緩和する上で，第三者委員会によるプロジェ
クト評価の有効性を検討した．ここで，第３
者委員会は行政からプロジェクト評価を委
託された評価機関であり，専門家やプロジェ
クトの利害関係者により構成されるような
状況を想定した．さらに，第３者委員はプロ
ジェクトに関して完全情報を有しており，プ
ロジェクト特性を正確に把握できると仮定
し，第三者委員会による評価モデルを定式化
し，その均衡分析を行った． 
 
(2)公的討議の談話分析 
①公共事業を巡る実際の公的討議の議事録
データを収集し，プロトコル分析を行い，ど
のような認識体系の不一致が生起したかを
検証した． 

②コーパス言語学の知見に基づいて，公的討
議における論点の抽出，討議参加者の発話類
似度等を検証するための計算論的分析手法
を開発した．そして，実際の事例を対象にそ
の適用可能性を検討した． 
③公共事業の是非を巡る議論実験を実施し，
議論の内容と実験参加者の意見の変化につ
いての関連性を実証的に検証した．実験参加
者として大学生を選定した．この実験では，
実験参加者がペアとなり，いくつかの公共事
業の是非について対面形式で討議を行って
もらった．そして，議論の内容についてプロ
トコル分析を実施するとともに，実験参加者
の議題に対する実験前後の意見の変化を測
定し，プロトコル分析の結果との関連性を検
証した． 
 
(3)(1)(2)の研究成果を踏まえ，また政治学，
経済学，心理学等の関連分野の知見を踏まえ
つつ，認識の不一致に起因する社会的コンフ
リクトを緩和するためのガバナンス構造に
ついて検討した． 
 
４．研究成果 
(1) 主観的ゲームモデルを用いたコミュニ
ケーション過程と第 3者評価制度の理論分析 
公共プロジェクトに関して異なる認識体

系を有する行政と個人間のコミュニケーシ
ョン過程を分析するため，図-1 に示すような
主観的コミュニケーションゲームを定式化，
分析した．図中，左側が行政の認識する主観
的ゲームを，右側が個人の認識する主観的ゲ
ームを表している． 
 

 以上の主観的ゲームの均衡分析，及び，そ
こに第 3者評価制度を導入した拡張モデルの
均衡分析の結果，①行政と個人間の認識・言
語体系の違いによるミスコミュニケーショ
ンに起因して，個人は行政の推奨するプロジ
ェクトに賛同しないこと，②第 3者委員によ
る言語の違いを利用した戦略的発言のため
に，行政と個人間の認識の不一致は解消され
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ないこと，③第 3者委員会の討論過程におい
て，発言に一定の制約を設けるようなコミュ
ニケーション・ルールを導入することにより，
言語体系の戦略的な利用によるマニピュレ
ーションを回避することができること，が理
論的に示された． 
 本研究結果は，第３者委員会を素朴に導入
し，その評価結果を公開するだけでは，一部
の委員による戦略的発言によって議論が形
骸化するという潜在的可能性があり，必ずし
も所与の効果を発揮できない可能性を示唆
しており，第 3者委員会制度の導入において
示唆するところが少なくないものと考えら
れる．特に，以上の問題を克服し，第三者委
員会を適切に導入する上では，委員の発言に
対して適切なルールを設けることが不可欠
であることが示唆されている．この様に，主
観的ゲームモデルの分析を通して，公共プロ
ジェクトを巡る認識の不一致に起因する社
会的コンフリクト問題についての有用な知
見が得られたものと考えられる． 
 
(2)公的討議の談話分析手法の開発 
①公的討議のプロトコル分析を行い，討論参
加者の発言をファセット理論に基づいて分
類することによって，参加者間の認識の不一
致や意見対立状況，および討論過程における
会話パターンを明確化できることを示した
（図-2）． 

 
②公的討議における論点の抽出，討議参加者
の発話類似度等を検証するための計算論的
分析手法を開発し，実際の事例を対象として，
提案した方法論の適用可能性を確認した．図
-3 には，本手法を用いて算出した，各議題に
ついての参加者間の発話類似度の記述統計
量を示す．さらに，本事例分析を通じて，討
議参加者間のコンフリクトが大きいほど，そ
の発話類似度が低くなること，参加者の意見
の類型が存在すること，全参加者間の意見の
一致度が低くなるほど，発話類似度の分散が

高くなることが確認された． 
 
③議論実験の結果，協調的発話と葛藤的発話
の頻度がともに高い人（cooperative person）
ほど，そうでない人（defective person）よ
りも，意見の変化が高くなる傾向が確認され
（図-4），公的討議と人々の意見の変化につい
ての基礎的知見を得ることが出来た． 
 
(3)認識の不一致に起因する社会的コンフリ

クトを緩和するためのガバナンスの総合検討 

①前年度までに検討した主観的ゲーム理論を

用いて，地域における信頼形成と社会的学習

のメカニズムをモデル化，分析し，地域にお

ける信頼と学習行動を同時に促進するための

方策について理論的に検討した．その結果，

地域主体間の言語体系の相違に起因して，信

頼形成と社会的学習との間に制度的外部性が

存在し，そのため，社会的学習を促進するた

めの方策が地域における信頼形成を阻害する

可能性が存在することを理論的に指摘した．

さらに，そうした外部性を抑制し，信頼形成

と社会的学習を促進するための方策として，

信頼と学習に関わる立証過程の分離，地域に

おける寛容性，成功経験の共有化，の重要性

図-3 Average and Dispersion of Semantic 
Similarities 

図-4 意見の変化の比較結果 

 
図-2 討論参加者の認識状況の可視化

 



 

 

を指摘した． 
②また，政治経済学における「離脱」と「発
言」概念に着目し，多様な認識体系が存在す
る中で，いかにして認識的な正当性を確保す
べきかについて理論的な検討を行った．具体
的には，地域公共財供給における離脱と発言
の構造をモデル化し，地域主体による離脱の
可能性が，その発言行動に及ぼす影響を分析
した．その結果，地域主体間で離脱可能性の
非対称性が存在する場合，彼らの発言行動に
も歪みが生じ，望ましい社会的意思決定がな
されなくなる可能性が示された．そして，そ
うした事態を緩和するためには，地域主体の
離脱の可能性を考慮した上で，発言の正当性
を考量することが重要であることを指摘し
た． 
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